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アナログ放送では 1 ～ 62ch が用
いられてきたが、デジタル放送は







































































































　図表 2 に示すように、A 地点に





この場合には A 地点から C 地点の
間で A 局が受信可能になる。同様
に B 局の放送は B 地点と D 地点の
間で受信可能である。
　A 局と B 局が同じ ch で放送され



















2003 年に「平成 15 年総務省令第






受信する際、C 地点には B 放送局
のアンテナからのデジタル放送が
妨害波として飛んでくる。二つの









































    































































である。A 放送局が 30ch を用い、
























































ン ネ ル を 用 い る 方 式 を Multi 
Frequency Network（MFN）
という。日本のデジタル放送方
式 Integrated Services Digital 
Broadcast ing -  Terrestr ia l
（ISDB-T）は、中継局も同じチャ





その場では「ISDB-T は SFN で構築
できる」と説明されている注 3）。当




















て調べると、19ch が 32 の中継局















de transmisión y sistemas de alertas de emergencia”ではSFNが強調されている。
（http://www.dibeg.org/seminar/0803Colombia_ISDB-T_seminar/2_ISBT_ews_Spanish.pdf）












































































































































められた。2008 年 1 月に特区に














































































































































































































































































































































































消費者も Public Interest Spectrum 
Coalition14）を組織して、これを支
援した 15）。このような圧力を受け
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ANSI American National Standards Institute
CDMA Code Division Multiple Access
DVD Digital Versatile Disc
IEC International Electrotechnical Commission
IETF Internet Engineering Task Force
ISO International Organization for Standardization
ITU-T  International Telecommunication Union Telecommunication 
Standardization Sector
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